
令和 5 年 3 月 22 日 
 
公益財団法人富山第一銀行奨学財団 
 理事長 横田 格 殿 
 

助成研究成果概要報告書 

教育機関名 ：富山国際大学 助成金額 ：           700 千円 
研究代表者 ：大谷友男 所属 ：現代社会学部 職位 ：准教授 
研究題目 ：北陸新幹線金沢開業８年・敦賀延伸前の沿線住民の意識調査 

 
研究概要 

 本研究は金沢開業から 8 年目に突入した北陸新幹線の利用実態や住民意識を、沿線住民を対象としたアンケ

ートを通じて明らかにし、間近に控えた敦賀延伸に向けて北陸地域における開業（延伸）効果を高めるための

基礎資料として活用できるようにするものである。 
 新幹線開業に伴う地域の変化に関するレポートは多く見られるが、沿線住民の意識や受け止め方を知るため

には、アンケート調査を行う必要があり、その実施には相応の費用が掛かることから実施は容易でない。そこ

で本研究助成を活用し、以下に示す要領でインターネットリサーチによる調査を実施した。 
対象者：北陸新幹線沿線（東京から大阪までの 10 都府県）在住の 20 歳以上の男女 
    年代、男女の割合が均等になるよう対象の割り付けを設定 
回答数：4,366（東京 423、埼玉 440、群馬 210、長野 425、新潟 427、富山 539、石川 520、福井 519、京都 439、大阪 424） 
調査期間：2023 年 2 月 8 日～2 月 16 日（9 日間） 
調査項目：北陸・上信越の観光地・特産品の認知度と訪問（購買）意向、北陸新幹線の利用頻度、 

北陸新幹線開業への期待度、北陸新幹線開業による自身の生活や地域への影響評価 
敦賀乗り換えに対する評価 等 

 ※2022 年 11 月に日本政策投資銀行北陸支店が類似の調査を実施・公表したことから 

質問の重複がないよう留意した 
 
成果要約 

 調査の結果は以下にまとめられる。詳細は本学ホームページに掲載し、誰もが閲覧可能な状態にしている。 
 https://www.tuins.ac.jp/2023/03/10964/ 
 北陸新幹線の利用頻度は、低下の一方、利用頻度の高い層も増えている。 
 現時点での福井の観光地は、富山・石川に比べ関東での認知度が低いが、敦賀開業後にどう変化するかが

注目される。 
 認知度は低くとも、訪問意向の高い「実力派」の観光地も少なくなく、今後「化ける」ことも期待される。 
 金沢開業の際の期待では、観光客増、県外への移動機会増が目立った。期待値の動向は県内でも地域差が

あった。敦賀開業での期待に関しては、金沢開業の際の富山や石川ほどの期待値の高さは見られない。 
 敦賀開業での乗り換えに対する評価は、時間短縮効果を評価する富山と関西、乗り換えの負担増の石川と

福井で異なる結果が出た。 
 新大阪開業への期待値は、北陸各県とも金沢開業への評価と同じくらい高い値で、期待の大きさがうかが

える。 
 



 

研究成果発表状況 雑誌論文、学会発表、図書、新聞掲載、作成 Web ページ、特許権等の出願・取得状況 
成果発表 
 
 
 
テレビ放送 
 
 
 
 
 
 
 
 
新聞報道 

3 月 13 日 オンラインで記者発表を実施。 
本学ホームページにも結果の詳細資料を掲載。 

3 月 20 日 富山市（CiC）にて報告会を開催 
3 月 21 日 オンラインにて報告会を開催 
3 月 13 日 FBC 福井放送ニュース「沿線 10 都府県の住民意識調査 新幹線延伸で福

井は？」 
3 月 14 日 NHK 福井放送局ニュース「北陸新幹線開業まで１年 県内観光地や特産

品関東で認知度低い」 
3 月 15 日 MRO 北陸放送ニュース「「明るくなる気が」「準備が整っているか不安」

期待と不安入り混じる新幹線福井開業…乗り換えの不安解消なるか」 
3 月 17 日 KNB 北日本放送ワンエフ「敦賀開業まで１年 福井＆富山の駅近スポッ

ト」 
※福井テレビも会見を取材をしていたため放送された可能性あり 
3 月 14 日 北國新聞・富山新聞「北陸新幹線延伸で石川「乗り換え」懸念、富山「時

間短縮」期待 意識調査」 
3 月 14 日 福井新聞「福井認知度、関東で低迷 北陸の観光地・特産調査 富山国際

大 上位 10 位内、越前がにのみ 「“実力派”の素材多い」 つながる北陸新幹線」 
3 月 14 日 上越タイムス「観光資源「実力派」の発掘鍵に 富山国際大大谷准教授 沿

線市民などにアンケート」 
3 月 15 日 北國新聞・富山新聞「【時鐘】乗り換えいつまで」 
3 月 18 日 福井新聞「沿線 10 都府県調査 4400 人の意識発表 20、21 日 富山、オ

ンラインで つながる北陸新幹線」 
経費の執行状況 区 分 執行額(円) 備 考 
 【物品費 他】 

 
700,000 インターネットリサーチ

費用ほか 



令和 5 年 4 月 14 日 
 
公益財団法人富山第一銀行奨学財団 
 理事長 横田 格 殿 
 

助成研究成果概要報告書 

教育機関名 ：富山国際大学 助成金額 ：           500 千円 
研究代表者 ：一井崇 所属 ：現代社会学部 職位 ：准教授 
研究題目：富山県におけるユニバーサルツーリズムをテーマとする観光コンテンツ開発と若手観光人材

の育成プログラムに関する研究 
【研究概要】本研究は、富山県におけるユニバーサルツーリズム(以下、UT)をテーマとする観光コンテンツの

開発と若手観光人材育成プログラム開発のための実践的かつ萌芽的な研究であり、UT に関する観光コンテン

ツ開発と富山県の若手観光人材育成を見据えたプログラムの策定を目的としている。◆「研究課題の学術的重

要性」について、移住を目的とする「定住人口」や観光を目的とする「交流人口」ではなく、地域と継続的か

つ多様に関わる「関係人口」の輩出を見据え、首都圏の大学生との合同フィールドワーク(以下、FW)を立山町

にて実施した。これは、人口減少・高齢化により地域づくりの担い手不足という課題に直面する地方圏におい

て若年層を中心とする地域外の人材がその担い手となることを想定したものであり、本研究で得られた成果は

今後の富山県の観光振興を考える上での知見を導出する手掛かりとなる。◆「研究課題の独創性」について、

今後の持続可能な地域形成において特に若年層の関係人口創出とその契機となる観光を通じた人材育成プログ

ラムを接合する先行研究や先進的な事例はほとんど見られず、その点に本研究の独自性がある。◆「研究課題

の波及効果」として、主に以下の 2 点が挙げられる。1 点目は、高齢化、障害者の社会参加の進展を見据えた

社会環境の整備である。UT 当事者向けの観光コンテンツの開発は、当事者の外出機会や余暇保障にとどまら

ず、社会的困難を抱える人々への理解醸成にもつながる。2 点目は、若手観光人材の育成により、今後の富山の

観光振興を担う人材の創出が見込まれる。また、カウンターパートとして亜細亜大学と連携することは、首都

圏からの今後の誘客につながる若年層への富山県の PR にもつながる。◆「研究課題の地域性」として、富山県

の観光振興において、同県の観光の魅力を PR する若手観光人材の育成が課題であることが 2021 年 12 月に実

施した、とやま観光推進機構へのインタビュー調査から明らかになった。本研究はその課題に取り組む。 

【成果要約】FW では、UT をテーマとする観光コンテンツ開発のためのキーコンセプトを「五感の観光」とし

た。それは、FW を通じ、旅の効率化や利便性、時間に縛られ過ぎず、五感を駆使した新たな観光スタイルを

創造することが富山県の有する文化資源、自然資源を活かした独自の観光振興の切り口になると考えられるか

らである。立山町における FW では、「立山信仰」「越中瀬戸焼」「里山観光」の 3 つのテーマ別グループに分

かれ、収集した観光素材を元に各グループ毎の着地型観光プランを作成した。「立山信仰」グループは、都会か

ら離れて癒された実体験や海外の山岳信仰に関する事例紹介、立山信仰の認知度に対する学生アンケート調査

の結果を踏まえ、デジタル・デトックスを目的とするヒーリング、立山信仰独自の宗教観に関心をもつ訪日外

国人向けのオリジナルアルバム作成、地元富山県の人に立山信仰をより身近に知ってもらうための探求型体験

プラン「立山クエスト」(タテクエ)を提案した。「越中瀬戸焼」グループは、越中瀬戸焼が土地に根差した素材、

歴史文化、生活と深く関わる焼き物であることを活かし、富山を訪れた旅行者が陶芸体験で自作した器を首都

圏で受け取り、富山の食材や地酒を楽しみながら陶器を介し、都市部でも新たな交流の輪を広げる、という商

品化を見据えた新たな観光の可能性を感じさせる内容であった。「里山観光」グループは、従来の観光地に加え、

e マウンテンバイクで里山をめぐりながら旅行者オリジナルのマップを作成してもらうプランと立山信仰の歴

史にちなんだ「極楽と地獄」をテーマにしたイベントを開催し、立山町への来訪を促すプランを提案した。こ

れらの成果は、東京、富山における成果発表会を通じ観光事業者らと共有された。 



  
【立山町での越中瀬戸焼の作陶体験の様子】        【立山町での e バイクを使った実地調査の様子】 

 

【東京・渋谷 QWS での学生による成果発表会の様子】  【富山県民会館における観光事業者向けセミナーの様子】 

 

研究成果発表状況 雑誌論文、学会発表、図書、新聞掲載、作成 Web ページ、特許権等の出願・取得状況 
 【学会発表】 

◆日本観光学会・第 115 回全国大会「ユニバーサルツーリズムに関する一考察－『五感

で感じる観光』をテーマとする着地型観光商品造成のためのフィールドワークより

－」(2022 年 11 月 13 日・於東京農業大学) 
【新聞掲載】 
◆富山新聞「立山観光の新ツアー提案」(2023 年 2 月 15 日付朝刊) 
◆北日本新聞「大学生が観光プラン提案－富山国際大生 3 テーマ発表」 

(2023 年 3 月 21 日付朝刊) 
◆教育学術新聞「Z 世代が考える五感の観光 in TATEYAMA」(2023 年 3 月 22 日付)  

 区 分 執行額(円) 備 考 
 【旅費】(学生 6 名＋教員 1 名) 

【体験参加費】(学生 6 名分)       
【物品費】 

349,280 
16,500 

134,220 

成果発表会(東京) 
ダイアログインザダーク 
研究機材ほか 

 合計 500,000  



令和５年４月１２日 
 
公益財団法人富山第一銀行奨学財団 
 理事長 横田 格 殿 

助成研究成果概要報告書 

教育機関名 ：富山国際大学 助成金額 ：            400 千円 
研究代表者 ：三原 茂 所属 ：子ども育成学部 職位 ：教授 
研究題目 ：生活科・総合的な学習の時間の単元づくりに関するオンライン研修サポートの開発 

研究概要 

小学校教育における教科等の指導の中で、生活科や総合的な学習の時間（以下、「生活・総合」とする）は、

その特質から、他の国語や算数等の教科と比べて単元の計画や具体的な指導の基礎資料が少なく、教材研究が

進まないといった課題がある。加えて、コロナ禍でのオンラインによる研修では、指導助言する者等（以下「研

修講師」とする）が、子供の活動の様子を直接観察していない状況で授業者にアドバイスをすることになるの

で、一層授業者のニーズに合った研修を困難なものにしている。そこで、本研究では、生活・総合の授業の在

り方や本質な理解を促す研修をオンラインの形でもサポートすることによって、教員の生活・総合の単元づく

りの力量を高めようとするものである。 
成果要約 

生活・総合の単元づくりに関するオンライン研修「単元づくりオンライン研修」を企画し、学校現場の研修

サポートを行った。新型コロナウイルス感染症対策の緩和の方向から、次第にオンラインで行う必要性が少な

くなったが、オンラインでの研修を進める過程で、特に若手教員の生活・総合に対する不安や悩みを低減させ

るとともに、子どもを観察する視点や指導の在り方等の教員の力量を上げる手がかりを得ることができた。 
① 若手教員の生活・総合の時間の単元づくりに関する課題意識の把握 

無記名・記入自由のアンケート調査を行い、若手教員の困り感の所在を把握することができた。 
② 若手教員研修会への参画による、単元づくりにおける問題の所在の明確化 

若手教員が抱える多くの課題は、単元の構想の段階では、何をどのように進めたらよいか分からないこと

であった。管理職から単元構想や子供の追究予測を立てるように指示を受け、各研修部会の教員とともに教

材分析や教材提示、授業展開について検討し、それを基に、課題を一つ一つ解決していく姿があった。 
③ 授業者との懇談内容を基にした、単元づくりの方法と留意点の整理 

各授業者との懇談での話題、特に、共通した内容について整理し、考察を加えた。 
④ オンライン研修サポートの開発 

授業観察は実際の教室で行い、それを基にオンラインで研修を進めるなど、今後は、対面とオンラインで

行うことの研修内容の切り分けを行うとともに、地理的な条件や人数、通信環境等に応じることなど、学校

の状況に応じたサポートの視点から研修を進める必要があり、その進め方を提案した。 
研究成果発表状況 雑誌論文、学会発表、図書、新聞掲載、作成 Web ページ、特許権等の出願・取得状況 
 日本生活科・総合的学習教育学会第３２回全国大会にて学会発表（自由発表）を行う予定。 
経費の執行状況 区 分 執行額(円) 備 考 
 【物品費】 

 
 
【旅費】 

187,000 
131,000 
79,000 

3,000 

タブレット PC 
実践内容記録用カメラ 2 台 
プリンタートナー 
研修会参加旅費 

 合計 400,000  



 



令和 5 年 4 月 17 日 
 
公益財団法人富山第一銀行奨学財団 
 理事長 横田 格 殿 
 

助成研究成果概要報告書 

教育機関名 ：富山国際大学 助成金額 ：            300 千

円 
研究代表者 ：辻和希 所属 ：子ども育成学部 職位 ：講師 
研究題目 ： 在留外国人子女に向けた道徳教育の現状と課題に関する調査研究 

 
研究概要 

本研究は、在留外国人子女（以後、文部科学省等の行政で使用されている用語「外国人児童・生徒」と表記）

に対する道徳教育が現状どのように行われ、どのような課題があるのか明らかにし、その解決策を考察するこ

とを目的とする。 
本研究の背景は 2 つある。１つは、2018 年度から我が国の義務教育学校で道徳が教科化されたことである。

「いじめ」と総称される学校内での問題が後を立たないことに理由の 1 つに、従来、「特別な時間」と位置付け

られていた「道徳」が、「特別の教科」へとその位置づけを変えた。授業内で扱われる内容は、学年に応じて 19
〜22 の項目が設定されている。そのなかには、「郷土の伝統と文化の尊重、郷土を愛する態度」や「我が国の

伝統と文化の尊重、国を愛する態度」といった、いわゆる「愛国心」に関わる項目もある。 
 もう１つの背景には、日本の外国人児童・生徒が増加している現状がある。文部科学省が 2019 年に発行した

『外国人児童生徒受入れの手引き』よれば、我が国の学校（小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、義務

教育学校、特別支援学校）における外国人児童・生徒の数は増加の傾向をみせており、2017 年には全国で 93,133
人に達した。そのうち、義務教育段階の当該児童・生徒数は、義務教育学校 151 人、中学校 23,501 人、小学校

59,094 人である。 
 富山県が発表した「学校基本調査から見た少子化の影響−小学校、中学校における学校数などの推移と現状」

においては、2021 年の時点での外国人児童・生徒数は、小学校 536 人、中学校 210 人と過去最大になってい

る。2021 年度の富山県内の児童数は 47,818 人で、過去最少を記録している。同年度の中学校の生徒数は、

26,146 人とこちらも過去最少を記録している。富山県内の児童生徒数は、年々減少している中で、外国人児童・

生徒数の数は増加している。 
 
成果要約 

外国人児童・生徒に対する道徳教育の現状および課題を調査するために、本研究では小学校・中学校の教員

にインターネットを介した匿名式のアンケート調査を実施した。このアンケートは、株式会社クロス・マーケ

ティングが提供するアンケート調査サービス「QIQUMO」（キクモ）を使用し、2022 年 9 月 20 日〜10 月 20
日にかけておこなった。得られた回答数は表 2 の通りである。 
調査内容は、当該児童・生徒に対する道徳科の指導において抱えている困難、あるいは、当該児童・生徒に

対応するための工夫である。アンケートの質問項目は表１のとおりである。地方と大都市圏での状況の違いを

比較するために、富山県、首都圏、京阪神圏、東海（静岡・愛知）の義務教育学校に勤務する教員を対象に調

査をおこなった。首都圏、京阪神圏、東海（静岡・愛知）を調査対象の地域に選定した理由は、いずれの地域

も外国人児童・生徒の数が他県に比べて多く、それに比例して、この子どもたちに道徳科を教えることの難し

さを感じている教師の数も多いと予測したからである。 



 
表 1 アンケート項目 

共通の質問事項 
(1) あなたが勤めている学校種を教えてください。 

＜選択肢＞ 小学校・中学校・高等学校・その他（ ） 
(2) あなたが担当しているクラスに外国人児童生徒等はいますか。 

＜選択肢＞  はい・いいえ 
(2)に「はい」と答えた場合 (2)に「いいえ」と答えた場合 

(3) その外国人児童生徒等の文化的な背景はどこ

の国ですか。（複数の外国人児童生徒等がいる

場合は複数回答可能です。） 

(4) 外国人児童生徒等に道徳の授業をするにあた

って、難しいと感じたことや工夫している点な

どがあれば教えてください。  

(3) あなたの知り合いの教員で、外国人児童生徒等へ

の道徳の授業に難しさを感じている人、外国人児

童生徒等への道徳の授業を工夫している人はいま

すか。いれば、どのような難しさを感じていたか、

どのような工夫をしていたかを教えてください。  

 
表 2 地域別アンケート回答数 

地域 小学校 中学校 合計 
富山 17 4 16 
首都圏（神奈川・東京・埼玉・千葉） 21 12 33 
京阪神圏（京都・大阪・兵庫） 21 24 45 
中部圏（静岡・愛知 21） 33 15 49 
合計 92 55 147 

 
【アンケート結果】 
 得られたアンケート結果から外国人児童・生徒に対する道徳教育の現状と課題には、①外国人児童・生徒の

日本語能力が低い、②宗教や文化的背景の違いから教材が理解できない、③しつけなどに対して保護者が非協

力的、という傾向が見えてきた。こうした傾向は富山県と他県を比較しても共通するものであった。 
 今回の調査の課題として、①アンケートの質問項目が大綱的であり、より詳細な問題点に迫ることができな

かった、②アンケートの回答傾向が、道徳教育に固有の問題ではなく、基礎的な日本語の能力に由来する課題

に集中した、③匿名での調査であったため、寄せられた回答に興味深いものがあっても追加で調査することが

できなかった、の３つが挙げられる。この点に関しては、今後の研究で改善して行き、さらに詳細な検討を試

みていく。 
 

研究成果発表状況 雑誌論文、学会発表、図書、新聞掲載、作成 Web ページ、特許権等の出願・取得状況 
 2023 年 6 月に日本道徳教育学会にて発表予定である。 
経費の執行状況 区 分 執行額(円) 備 考 
 物品費 

調査費 
旅費 
その他 
計 

76,588 
19,745 

201,720 
1,947 

300,000 

ディスプレイ、書籍 
アンケート調査 
学会・調査旅費 
支払い手数料 


